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要旨
　本研究は，訪問看護ステーション（以下訪看ST）管理者の管理実践上での困難感を測
定する尺度を開発し，その信頼性と妥当性の検討を目的とした．
　訪看ST管理者を対象とした管理困難感の先行研究をもとに項目案を作成したのち，全
国の訪看STから各県毎に₁/₂無作為抽出し，廃止・休止の事業所を除いた2,882ヵ所の
訪看STの管理者を対象に質問紙調査を行い，尺度項目の選定，信頼性・妥当性の検証を
行った．
　回収834名（回収率29％）のうち，自己開設でない訪看STの管理者652名を分析対象と
した．探索的因子分析にて「裁量権｣「孤独感｣「職場運営」の₃因子からなる12項目の
尺度を作成した．尺度全体のCronbachの信頼性係数αは0.794で，下位尺度では0.680〜
0.735であった．これらの₃つの下位尺度を一次因子とし，訪看ST管理者の管理困難感を
二次因子とする因子モデルを仮定し，その構成概念妥当性を因子モデルと外的基準（職
務継続意向）との関係において構造方程式モデリングにて検討した．　
　結果，本尺度のデータへの適合性は統計学的に支持され，訪看ST管理者の管理困難感
尺度は，一定の信頼性，妥当性を有することが確認された．本尺度は，自己開設ではな
く訪看STに雇用されている管理者の管理実践での困難状況を把握する指標となり，職務
継続への方策検討に寄与することが示唆された． 
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はじめに

　訪問看護ステーション（以下訪看ST）は，制度発足後
20年が経過し，2014年現在全国で7,473ヶ所の事業所が開
設され1，医療的ケアが必要な在宅療養者にとって重要な
看護サービスの提供拠点となっている．しかし訪看STは
そのマンパワーにおいて，高齢社会の進展による在宅療
養者の増加予測に対応できる体制には至らず，訪問看護
に従事している看護職は全看護職の中でわずか2.2％と少
ないまま経過している2．国民の要求として，終末期で
あっても可能な限り自宅で療養生活を送ることを望んで
おり3，訪問看護STの質・量ともに充実をはかることが
喫緊の課題となっている．訪看STの状況をみると，病院
の看護職に比べて給与が低く，離職率が高いこと4，新人
を職場で育成する体制が不足していること5，また，任さ
れている仕事が多く，精神的負担感が大きいこと6など看
護職が定着しにくい要因があることが報告されている．
　看護職の職務継続への影響要因は，資格や家庭状況な
ど個人的要因の影響もあるが，管理者においては組織要
因や役割要因との関連が多く報告されている．組織的要
因として，組織内部でのコミュニケーション不足やサ
ポートの欠如7－10，仕事要求量と報酬のアンバランス11

などが挙げられており，このような所属する組織との関
係性での困難感は第一線の管理者において職務継続への
負の影響要因とされている． また，役割的要因としては，
管理采配の範囲9 11などの裁量権や，看護ケアの質10 12な
どの役割遂行上の要因が職務継続への影響要因として挙
げられている．そして，これら看護管理者の職務継続へ
の影響要因の中心概念は職務満足感であるとされている13．
　在宅看護領域においても，看護職の職務継続には，上
司・同僚や医師などとの関係性，給料や福利厚生，職務
裁量や仕事量，ストレス14－17との関連，また，自らが
事業所運営に関与できること18 19など，職務環境の要因
が強く影響することが報告されている．
　訪看STの看護管理者に特定してみると，訪看STの管
理業務は病院との兼務業務や，₁人で何役もこなすとい
う多重課題での困難感の報告20や，管理者自身の訪問件
数が収益状況に関与する21などの報告からも，訪看ST

の管理者は，一定の訪問看護の実務と並行して管理業務
を遂行しており多忙であることが報告されている．加
えて，訪看ST管理者のストレスはスタッフに比べて高
いこと22，₆〜₇割が離職を考えたことがある20 23など，
訪看STでの管理者の定着が課題となっている．看護管
理者の定着はスタッフの定着や提供するケアの質に関
連することが報告されており24，管理者が辞めずに訪看
STに定着して，事業所の安定運営ができることが今後
の訪問看護の機能強化つながると考える．このような中
で，訪看STの管理者の職務継続に関する研究では，離
職意向と困難感の関係をみたもの20や，質的な分析によ
り管理者のやりがいと困難感をみたもの25があるが，職

務継続要因を実証的に検証したものはみられず，ST管
理者の職務継続についての知見の蓄積が必要と考える．
　筆者らは訪看ST管理者の困難感として，自己開業でな
く組織が立ち上げた訪看STに勤務する管理者14名に聞き
取り調査を行い，管理実践上での困難感を明らかにした26．
これらの雇用されている訪看ST管理者の困難感は,「仕組
みの中での葛藤｣,「担う役割への焦燥｣,「共通理解者不在
の孤独」というものであった．訪看STは，制度上では独
立した事業所として病院とは異なる診療報酬・介護報酬
制度などの制約を受けるため，トップレベルの経営・管理
責任を問われるが，組織の中では組織の一部署の責任者と
しての位置づけであり，中間管理職的な立場で，少ない裁
量権のなかに置かれていることを基にした困難感であった．
このような困難感は，訪看ST管理者の管理者としての職
務満足感とは対局した位置にあり，管理者の職務継続意向
においても影響要因となると考えられる．
　これまでに中野16やEllenbecker27の訪問看護師の職務
満足感の測定指標があり，これらは訪問看護の専門性や
訪問看護志向性といった訪問看護ケア提供での満足感を
測定する有用な知見ではあるが，訪看STの事業所管理
者においても同様の知見が適応できるかどうかは定か
でない．また，先行研究でも訪看ST管理者のやりがい
等の満足感と離職意向は関連しないという報告があり20，
訪問看護提供の満足感では管理者としての職務継続は測
定が難しいと考えられた．そこで今回，管理者の職務継
続を予測する指標になり得る「訪看ST管理者の管理困
難感」の尺度化を試みることに至った．本尺度は，組織
に雇用されている立場の訪看ST管理者の，職務を取り
巻く心理的環境測定ツールとしての活用を想定している．
訪看ST管理者の職務継続への指標となる本尺度を開発
することは，訪看ST管理者の管理職務を取り巻く環境
改善への示唆を導くツールとなり，管理者支援策の策定
に寄与できるものと考える． 

研究目的

　本研究は，訪看ST管理者の職務継続意向の指標とな
る管理困難感を測定する尺度を作成し，その信頼性と妥
当性を検討することを目的とした．

研究方法

₁．開発する尺度の概念枠組みの設定
１）訪看ST管理者の管理困難感測定尺度原案の作成
　本研究では,「管理困難感」を訪看STでの訪問看護提
供での困難感ではなく，管理者としての管理実践での困
難感とした．尺度項目の選出は著者ら26の組織に雇用さ
れている訪看ST管理者を対象にした訪看STでの看護管
理上で実感する困難の様相について，インタビューデー
タに基づく質的研究結果を基に抽出した．項目の抽出に
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当たっては，地域・在宅看護学の研究者₃名による検討
を行い,「裁量権に関連する困難感」の領域,「職場運営
上での困難感」の領域,「管理者の孤独感」の領域,「制
度に関連した困難感」の領域のそれぞれ₅項目₄下位概
念を想定した20項目を尺度検討項目として選出した． 
₂）プレテスト
　本調査の前に，18名の訪看ST管理者にプレテストを
行い，回答のしづらさや表現の解り難さについて意見を
求め，表現の修正を行った．

₂．本調査
₁）対象者
　調査対象者は，WAMネットに掲載された全国の訪看
ST 6,008ヶ所（2012年₁月時点）のうち，各県ごとに₁
/₂無作為抽出し，廃止・休止の事業所を除く2,882ヶ所
の管理者とした．
₂）データ収集方法と期間
　無記名自記式の調査票を用いて郵送法にて実施した．
調査期間は2012年₃月〜₆月とした．
₃）調査項目
⑴　訪看ST管理者の属性
　調査票は管理者の個人属性として，年齢，性別，最終学
歴，看護経験年数，訪看ST経験年数，訪看ST管理者経験
年数，管理者自身が訪看STを開設したかどうかと，所属す
る訪看ST事業所の組織属性として開設主体などを尋ねた．
⑵　職務継続意向
　職務継続意向は，現在の訪看STで，今後も管理者とし
ての職務を続けたいと思っているかどうかについて質問
し,「全く思わない」から「非常にそう思う」までの₅件
法で回答を求めた．それらに₁点から₅点を配点し，得
点が高いほど現在の訪看STでの職務継続意向が高いこと
を意味している．
⑶　訪看ST管理者の管理実践上での困難感
　訪看ST管理者の管理実践上での困難感は，プレテスト
を経て検討した20項目を,「そう思わない｣「あまりそう
思わない｣「ややそう思う｣「そう思う」の₄件法で回答
を求めた．それらに₁点から₄点を配点し，得点の高い
ほど困難感が強いことを意味している．
₄）分析方法
⑴　項目分析：訪看ST管理者の管理実践上の困難感項目
の各変数間の基本統計量を算出し，天井効果・床効果の
分析を行った．
⑵　妥当性の検討：内容妥当性は，尺度原版の作成時に，
構成する概念を著者らの先行研究26と文献レビューを加
味し，在宅看護学，地域看護学領域の研究者₃名での検
討を行った．調査票回収後，回答分布に著しい偏りのみ
られた項目をはずし，探索的因子分析を用いて項目の検
討を行い，因子負荷量0.4以下の項目を削除した．考案し
た訪看ST管理者の管理実践上の困難感の因子モデルの側
面から見た構成概念妥当性について，構造方程式モデリ

ングを用いた確証的因子分析によって検討した．因子モ
デルは，これら困難感因子を一次因子とし，訪看ST管理
者の管理実践上の困難感を二次因子とする二次因子モデ
ルで構成した．
　また本研究では，尺度の構成概念妥当性を，外的基準
との関連性においても検討した．訪看ST管理者の困難感
は，管理者としての職務継続意向と関連するという仮説
を設定し，その因果関係モデルのデータへの適合性を構
造方程式モデリングで解析した．
　上記の因子ならびに因果関係モデルのデータへの適
合性の評価には，GFI（Goodness of Fit Index)，CFI 

（Comparative Fitness of Index)，RMSEA（Root Mean 
Square Error Approximation）を採用した．一般に
GFI，CFIは0.9以上，RMSEAは0.1以下であれば，モデ
ルがデータに適合していると判断される28．パス係数の
有意性は，ワルド検定において，検定統計量の棄却比
（critical ratio：CR）の値が1.96以上（有意水準₅％）を
示したものを統計学的に有意と判断した． 
⑶　信頼性の検討：訪看ST管理者の管理実践上の困難感
の信頼性（内的整合性）は，尺度全12項目および下位領
域ごとにCronbachの信頼性係数αにより検討した．
　以上の統計解析は，統計ソフトIBM SPSS 22.0，Amos 
22を使用した．

₃．倫理的配慮
　調査票に研究の趣旨，匿名性の確保，研究以外の目的
に使用しないこと，研究参加への任意性を明記し，自由
意志での回答を依頼して郵送し，調査票の返信をもって
調査同意が得られたものとみなした．本研究は，岡山県
立大学倫理委員会の承認を得て行った．(2010年₆月₈
日，承認№138）

研究結果

　本調査での回収数は834名（回収率29％）であり，尺度
項目に欠損の無い有効回答は749名であった．このうち，
本尺度の検討には，自己開業でなく組織が立ち上げた訪
看STに雇用されている管理者652名を分析対象とした．

₁．対象者の属性 と職務継続意向
　対象者の訪看ST管理者の属性と職務継続意向は表₁
に示した．性別では女性が625名（95.9％)，男性が27
名（4.1％）と大多数を女性が占めていた．平均年齢は
48.9±7.7歳であった．訪看STでの登録資格は看護師が
630名（96.6％)，最終学歴は専門学校卒業者が557名
（85.4％）と最も多く，短期大学54名（8.3％)，大学33
（5.1％）であった．看護職としての総合した経験年数
は平均で24.4±7.8年，訪看STでの経験年数は8.7±4.8年，
訪看STでの管理者経験年数は5.6±4.3年であった．訪
看STに就業する前に病棟などでの主任以上の看護管理
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経験ありの者は253名（38.8％）で，何らかの管理者研
修受講ありの者は379名（58.1％）であった．訪看STの
開設主体別では医療法人が278名（42.6％）と最も多く，
次いで会社・営利法人126名（19.3％)，社団・財団法人
116名（17.8％）であった．
　現在の訪看STでの管理者としての職務継続意向は，
「どちらともいえない」が205名（31.4％）と最も多く，
次いで「まあそう思う」が193名（29.6％),「あまりそう
思わない」が123名（18.4％）であった．

₂．管理困難感の回答傾向と尺度項目の検討
　訪看STにおける管理者の管理困難感に関する回答
分布を表₂に示した．困難感が強いと考えられる「そ
う思う｣「ややそう思う」を合算した回答が多かった
のは,「在宅の実情にそぐわない医療・介護報酬の制
度」605名（92.8％),「頻回の制度変更への対応」601
名（90.7％),「医師との関係調整」481名（78.3％)「ケ
アマネとの関係調整」418名（64.1％）などの制度に関
連するものであった．職場運営に関する項目でも,「思
うように管理業務の時間が割けない」508名（77.9％)，

n=652

項　目 そう思わない あまりそう
思わない ややそう思う そう思う

裁
量
権

k6． 母体組織の中での発言力はある※ 110 (16.9) 210 (32.2) 229 (35.1) 103 (15.8)
k13．管理職手当等の経済的報酬は、職務に見合っている※ 219 (33.6) 206 (31.6) 162 (24.8) 65 (10.0)
k19．母体組織内での自分の評価に満足している※ 109 (16.7) 243 (35.9) 254 (39.0) 55 (8.4)
k20．職務に見合う裁量権をもっている※ 116 (17.8) 214 (32.8) 244 (37.4) 78 (12.0)
k5． 上層部からは収益性のみ追求される 119 (18.3) 163 (25.0) 191 (29.3) 179 (27.5)

孤
独
感

k9． 母体組織の中には理解者がいない 195 (29.9) 226 (34.7) 183 (28.1) 48 (7.4)
k15．管理者は孤独だ 87 (13.3) 127 (19.5) 234 (35.9) 204 (31.3)
k16．必要な経営資料が手に入らない 104 (16.0) 221 (33.9) 245 (37.6) 82 (12.6)
k17．ステーションの管理について相談できる人がいない 146 (22.4) 191 (29.3) 205 (31.4) 110 (16.9)
k18．自分のモチベーションの維持には努力が必要だ 37 (5.7) 71 (10.9) 241 (37.0) 303 (46.5)

職
場
運
営

k10．いつもスタッフが不足している 99 (15.2) 155 (23.8) 212 (32.5) 186 (28.5)
k11．思うように管理業務に時間が割けない 35 (5.4) 109 (16.7) 227 (34.8) 281 (43.1)
k12．スタッフへの指導・職場運営に苦慮している 29 (4.4) 159 (24.4) 291 (44.6) 173 (26.5)
k14．私生活を犠牲にしている　 70 (10.7) 98 (15.0) 236 (36.2) 248 (38.0)
k8． いつも赤字への憂いがある 162 (24.8) 178 (27.3) 177 (27.1) 135 (20.7)
k7． 利用者の確保に困難がある 122 (18.7) 204 (31.3) 217 (33.3) 109 (16.7)

制
度

k1． 在宅の実情にそぐわない医療・介護報酬の制度がある 13 (2.0) 34 (5.2) 275 (42.2) 330 (50.6)
k2． 頻回の制度変更への対応に困難を感じる 15 (2.3) 46 (7.1) 269 (41.3) 332 (49.4)
k3． ケアマネとの関係調整で葛藤がある 66 (10.1) 168 (25.8) 291 (44.6) 127 (19.5)
k4． 医師との関係調整で葛藤がある 43 (6.6) 128 (19.6) 302 (46.3) 179 (27.5)
※逆転項目，表中（　）は％

表１　対象者の基本属性と職務継続意向
n=652

項目 人 (％) mean SD
性別 男性 27 (4.1)

女性 625 (95.9)
年齢 48.9 7.7 
登録資格 看護師 630 (96.6)

保健師 22 (3.4)
最終学歴 専門学校 557 (85.4)

短期大学 54 (8.3)
大学 33 (5.1)
大学院 8 (1.2)

看護経験年数 平均年数 24.4 7.8 
訪問看護経験年数 平均年数 8.7 4.8 
ST管理者経験年数 平均年数 5.6 4.3 
病棟での管理経験 あり 253 (38.8)

なし 399 (61.2)
管理者研修の受講 あり 379 (58.1)

なし 273 (41.9)
職務継続意向 3.1 1.1

全く思わない 74 (11.3)
あまりそう思わない 123 (18.9)
どちらともいえない 205 (31.4)
まあそう思う 193 (29.6)
非常にそう思う 57 (8.7)

STの設置主体 国・地方自治体 25 (3.8)
公的社会保険関係団体 4 (0.6)
社会福祉法人 48 (7.4)
医療法人 278 (42.6)
社団・財団法人 116 (17.8)
協同組合 34 (5.2)
会社・営利法人 126 (19.3)
ＮＰＯ 9 (1.4)
その他 12 (1.8)

表₂　訪看ST管理者の管理困難感の回答分布
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「スタッフへの指導・職場運営に苦慮している」464
名（77.1％）であった．また,「管理者は孤独だ」438名
（67.2％),「管理職手当等の経済的報酬は職務に見合っ
ていない」も425名（64.8％）と半数を超えていた．
　尺度項目の検討では，構成する概念を先行研究20 26と
在宅・地域看護学の研究者間での検討にて，測定用具が
十分に訪看ST管理者の管理実践上の困難感をとらえて
いるかを検討した．当初の項目原案では制度に関する項
目を含めていたが，制度関連の項目に対して，ほとんど
の者が困難感を抱いているという回答の偏りがみられた
ため天井効果と判断し，本尺度では，管理者の職務実践
での困難状況の違いをより明確に識別できることを主眼
に置いた結果，削除に至った．また，訪看STの経営状
況を左右する利用者の安定確保や収支状況を問う項目は
管理者の困難感の要因と考えられたが，因子分析の過程
で，それらの項目は因子負荷量が低く採択されなかった．
20項目のうち，著しい偏りのみられた項目などを削除し
た14項目での探索的因子分析による因子負荷量を検討し，
最終的に「裁量権｣「孤独感｣「職場運営」の₃因子12項
目を尺度項目として採択した（表₃)．

₃．管理困難感尺度モデルのデータへの適合性の検討
　｢裁量権｣「孤独感｣「職場運営」の₃因子を一次因子
とし，訪看ST管理者の困難感を二次因子とする因子モ
デル（図₁）を設定し，因子モデルのデータへの適合性
を解析した．その結果，因子モデルのデータへの適合
性は，GFI＝0.932，CFI＝0.882，RMSEA＝0.084であっ
た．CFIは統計学的に求められる基準をやや下まわって
いたが，積極的に棄却するほどの低値でないこと，GFI，
RMSEAは基準を満たしていることから，おおむね許容
できる水準にあると判断した．また，二次因子から一次
因子に向かうパス係数ならびに，一次因子から観測係数
に向かうパス係数は，すべて統計学的に有意な水準に
あった．
 

₄．管理困難感と職務継続意向との関連性の検討
　訪看ST管理者の管理困難感と職務継続意向に関する
因果関係モデル（図₂）のデータへの適合度は，GFI＝
0.931，CFI＝0.881，RMSEA＝0.078であり，許容できる
水準にあると判断した．管理困難感から職務継続意向に
向かうパス係数（－0.46）は統計学的な有意水準を満た
しており，職務継続意向に対する寄与率は21％であった．

₅．管理困難感尺度の信頼性の検討
　訪看ST管理者の管理困難感尺度のCronbachの信頼性
係数αは，尺度項目全体では0.794であり，下位尺度の

表₃　訪看ST管理者の管理困難感尺度の因子構造（14項目）

第₁因子 第₂因子 第₃因子 項目

第₁因子 
（裁量権）

.877 k20 裁量権あり※

.711 k19 組織評価に満足※

.584 k6 発言力あり※

.423 .218 k13 見合う報酬あり※

第₂因子 
（孤独感）

.833 k17 相談者不在

.585 k16 資料入手困難
.244 .537 k9 理解者の不在

－.159 .521 k15 孤独感
.364 .227 k18 モチベーション維持困難 削除項目

.217 .340 k5 収益のみ追求され感 削除項目

第₃因子 
（職場運営）

－.115 .878 k11 管理時間不足
.498 k10 人手不足

.160 .455 k14 私生活の犠牲感

.248 .442 k12 職場運営苦慮感
Cronbach α .735 .703 .680 12項目全体　.794

・最尤法プロマックス回転
・逆転項目※印

k6

裁量権

訪看ST管理者の
管理困難感

e
k13

k19

k9

k20

k14

k11

k12

k17

k10

k16

k15

e
e
e

孤独感

職場
運営

e

e

e
e
e

e

e
e

.63

.44

.71

.83

.63

.49

.59

.78

.53

.73

.66

.50

.40

.19

.51

.69

.39

.24

.35

.61

.28

.53

.25

.31

.43

.82

.35

.55

.91

.60

e

e

e

n=652
GFI=.932
CFI=.882
RMSEA=.084

図₁　訪看ST管理者の管理困難感二次因子モデル
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k13
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e
e

e
e
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e

e
e
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.71
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.59
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.73
.66
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職務継続
意向

e

-.46

.21

図₂　訪看ST管理者の管理困難感と職務継続との関連性
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「裁量権」は0.735,「孤独感」は0.703,「職場運営」は
0.680であった．これらの数値は許容水準を満たすもの
と判断された．

考　察

　本研究は，訪看ST管理者への組織からの支援策の検討
や適切な介入計画の評価をねらいとして，職務継続への
指標としての管理実践上の困難感を測定する尺度を作成
し，その信頼性と妥当性の検討をすることを目的に行っ
た．全国の訪看STのうち₁/₂の無作為抽出された訪看
STの管理者を対象とし，回収率は29％とやや低いものの
本調査での対象の訪看STは，設置主体別の構成比率は厚
生労働省の介護サービス事業所調査とほぼ同様の結果で
あり29，平均年齢や経験年数等も他の全国調査とほぼ同
様21 30 31であったことから，一般的な訪看STの管理者集
団としての代表性を充分に有していると考える．

₁．管理困難感尺度の信頼性と妥当性
　本研究で作成した₃因子12項目からなる管理困難感尺
度は，因子モデルと外的基準との関係で検討した結果，
構成概念妥当性ならびに，Cronbachの信頼性係数αで検
討した信頼性（内的整合性）が統計学的に支持された． 
　管理困難感尺度のCronbachの信頼性係数αは，下位
尺度でみると「職場運営」が0.680とやや低いが,「裁量
権」と「孤独感」がそれぞれ0.735と0.703で基準を超え
ており，12項目全体では0.794であるため，尺度として
おおむね許容できる範囲にあると考えられる．
　妥当性は，内容妥当性と，因子モデルの外的基準とし
た職務継続意向との関連において本尺度の構成概念妥当
性を評価した．訪看STの経営状況を左右する利用者の
安定確保や収支状況を問う項目は管理者の経営管理面で
の困難要因と考えられたが，探索的因子分析の過程で，
それらの項目は因子負荷量が低く採択されなかった．こ
れは所属する組織が病院などを併設して経営している場
合など，同一経営の中では収支が見えにくいことが考え
られ，直接的に経営に関与できない状況が推測できる雇
用されている立場の管理者という，本研究の対象特性も
否定できず，さらなる検討が課題として残る．
　構成概念妥当性は，₃つの下位尺度を一次因子とし，
管理困難感を二次因子とする因子モデルと職務継続意向
との因果関係モデルのデータへの適合性を構造方程式モ
デリングにて検討した．困難感から職務継続へのパス
は有意な関連を示し，訪看ST管理者の職務継続意向の
21％を管理実践上での困難感で説明していると考える．
モデル全体では適合指標GFI，CFI，RMSEAそれぞれに
おいて統計学的におおむね許容できる範囲にあり，訪
看ST管理者のデータにおいて適合性を有すると考える．
　以上により，訪看ST管理者の管理困難感尺度は一定
の信頼性と妥当性を有しており，本尺度は訪看ST管理

者の職務継続意向に負の関連を持つ予測尺度として，訪
看STの現場で活用が可能と考える．
　
₂．訪看ST管理者の管理困難感尺度の意義と活用可能性
　本研究で開発した訪看ST管理者の管理困難感尺度は，
所属している組織が訪看STを開設し，そこに雇用され
ている立場の管理者の管理実践上の困難感を評価するも
のである．本尺度で測定する訪看ST管理者の困難感は,
「裁量権｣「職場運営｣「孤独感」からなり,「裁量権」
は所属する組織との関係性の評価を,「職場運営」は訪
看ST事業所内での資源活用と管理行動の状況を,「孤独
感」はサポート状況の認知を測定している．
　｢裁量権」は先行研究でも訪看ST管理者の現状として，
約半数の者が経営管理の裁量を持たず組織の意思決定に
関与できない状況32という報告がされている．本尺度も
こうした訪看ST管理者の管理権限の状況や組織との関
係性を反映していると考えられ，この困難感は組織の中
での位置づけの認知として管理者の職務継続に影響す
るものと考える．また，訪看ST管理者のやりがいとし
て，すべてを采配できるおもしろさ25ということも報告
されている．地域の中での協働が必要な訪看STにおい
て，看護に必要な資源をコントロールできないことは訪
看ST管理の面白さを実感しにくく，管理者役割満足感
を阻害する要因となるとことが考えられる．この裁量権
の測定は管理者としての職務満足の指標としても考えら
れ，職務継続要因の評価となると考える．
　｢職場運営」は，人材確保の困難感をベースにした職
場運営そのものの困難感である．本研究では訪看STに
就業するまでに看護管理の経験の無い者が₆割を占め，
管理者研修を受講したことの無い者も₄割であり，管理
者としての経験年数は平均でも5.6年という結果であっ
た．これは他の先行研究と同様5 21であり，訪看ST管理
者は看護管理での経験が少ないまま，訪問看護実務と事
業所の管理・運営責任を担うことでの困難感を抱えてい
ることが推察される．尺度項目の管理時間の不足は事業
所の業務体制を評価し，職場運営での苦慮は運営実務で
の困難感を評価するものと考えられ，これらは事業所の
運営面での直接的な困難状況の評価となり，介入支援の
指標となるものと考える．
　｢孤独感」は，サポート状況の認知として，理解者・
相談者不在という状況からの孤独感である．これまでに
も，訪看STの管理は病棟の看護管理と異なる視点が求
められること，身近な所に管理者ロールモデルがいな
いこと33 34が指摘されている．訪看ST事業所固有の管
理・運営の問題に対し，管理者が孤立しないよう組織
的なバックアップの仕組みを作ることが望まれる．ま
た，先行研究では，訪看ST管理者は全般的には職務満
足感が高い35とされる一方，スタッフに比べてバーンア
ウトにいたる要因が高い22 36ということが報告されてい
る．本研究の対象は，看護職としての経験年数は平均で
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24.4年と長いが，訪問看護経験は平均8.7年という結果で
あった．訪問看護では経験が長いほど，特に10年以上の
経験を有する者の職業的アイデンティティが高いこと37

も報告されており，バーンアウトに陥らずに職務を継続
できることは訪問看護のケアの質の向上につながると考
える．これらの管理者の困難感を軽減し，職務が継続で
きるように訪看STを持つ組織は，管理者への支援とし
て，意思決定システムの検討，スタッフの人事管理・教
育研修も含めた職場運営へのスーパーバイズ，孤独感に
陥りやすい管理者を精神的にサポートする仕組み作りな
どが望まれる．これらの訪看ST管理者への支援対策の
評価として本尺度の活用が期待される．　

₃．本研究の限界と今後の課題
　本研究で開発した訪看ST管理者の管理困難感尺度は，
所属している組織が訪看STを開設し，そこに雇用され
ている立場の管理者の管理実践上の困難感を評価するも
のである．これは，管理者自身が訪看STを開設し，経
営している者の困難感とは異なることが推測されるため，
活用に当たっては訪看STの設置主体や管理者の雇用状
況など，職務の背景要因の検討が必要と考える．
　今後，対象特性を踏まえた経営関連の項目の精選や，
自己開業している訪看ST管理者の管理実践での困難感
との比較検討が課題と考える． 

結　論

　本研究では，訪看ST管理者の職務継続に関する支援策
検討への示唆を得るために，訪看ST管理者の管理困難感
尺度の開発を試みた．その結果,「裁量権｣「孤独感｣「職
場運営」の₃下位尺度をもつ12項目が抽出され，尺度に
は一定の信頼性と妥当性があることが確認された．
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Abstract
　　In the present study developed a scale to measure difficulties in administrating a visiting nurse station (VN-ST)，and 
examined its reliability and validity.

　　A questionnaire survey was conducted among 2,882 administrators that comprised   one half of VN-STs randomly 
selected from each prefecture in Japan excluding those closed or with suspended operations. 

　　A questionnaire including 20items was  developed based on the results of a previous study about administrative 
difficulties of administrators of VN-STs．Item selection，reliability and validity were also tested. 

　　Out of 834 returned questionnaires (29%), those from 652 administrators who were not self-employed，were analyzed. 
Exploratory factor analysis was performed to build a 12-item scale with three factors：discretionary power，isolation and 
workplace administration．Cronbach alpha was 0.794 for the scale, and 0.680 to 0.735 for the subscales．The construct validity 
of the second-order factor model with the above 3 subscales as first-order factors and the VN-ST administrators’ difficulties 
as second-order factors was examined using structure equation modeling in relation to the factor model and external criteria 

(intention to continue in the profession)．As a result，the fit of the data to the model was statistically supported. 

　　The VN-ST administrators’ difficulties scale developed in the present study was  confirmed as a reliable and valid instrument．
The findings suggest that the scale can be used to measure difficulties experienced by  employed，not self-employed，
administrators and may contribute to improving the  prediction of employers’ intention to continue in their current position.
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